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当保険商品は、現在、新規のお申し込みをお受けしておりません。
当資料は、特別勘定の運用実績等をご契約者さまへお知らせするための資料であり、生命保険契約の募集および投資信
託の勧誘を目的としたものではありません。また、予告なしに当資料の内容が変更、廃止される場合がありますのであらか
じめご了承ください。
アクサ生命は、「運用環境の主な状況」などを信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性・完全
性については、これを保証するものではありません。また、「運用実績・状況」に係る内容はいかなるものも過去の実績であ
り、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
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運用環境の主な状況

■ 日本株式市場

■ 外国株式市場

■ 日本債券市場

■ 外国債券市場

■ 外国為替市場

※上記の内容は過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

　米ドル/円相場は円安米ドル高となり、月末は前月末比＋0.42円の115.44円となりました。上旬は、米長期金利の上昇などを
背景に円安米ドル高で始まりましたが、その後はリスク回避の動きなどから円高米ドル安に転じました。中旬に入っても、リス
ク回避の動きなどから円高米ドル安基調で推移しました。下旬は、FOMCで金融引き締めに積極的な姿勢が示されたことなど
を受けて円安米ドル高に転じました。

　ユーロ/円相場は円高ユーロ安となり、月末は前月末比－1.85円の128.66円となりました。上旬は、欧州長期金利の上昇な
どを背景に円安ユーロ高基調で推移しました。中旬は、リスク回避の動きなどから円高ユーロ安基調で推移しました。下旬に
入っても、ウクライナを巡る地政学リスクの高まりなどを背景に円高ユーロ安基調で推移しました。

1/8

（2022年1月末現在）

　TOPIX（東証株価指数）は下落し、前月末比－4.84%の1,895.93ポイントで終えました。上旬は上昇して始まった後、ハイテク
企業を中心とした米国株式市場の下落などを受けて下落に転じました。中旬は、新型コロナウイルスの新たな変異株の感染
拡大やFRB（連邦準備制度理事会）による金融引き締めへの懸念などを背景に下落しました。下旬に入ってもFOMC（連邦公
開市場委員会）で金融引き締めに積極的な姿勢が示されたことやウクライナを巡る地政学リスクの高まりなどを背景に下落基
調で推移しましたが、月末にかけては米国株式市場の反発などを受けて下落幅を縮小しました。前月末比では、下落しまし
た。

　日本の小型株式市場は下落しました。

　米国株式市場は下落し、NYダウ工業株30種は前月末比－3.48%の35,131.86ドルで終えました。上旬は上昇して始まった後、
12月のFOMC議事要旨で金融引き締めに対して予想以上に積極的な姿勢が示唆されたことなどから下落に転じました。中旬
も、FRBによる金融引き締めへの懸念などを背景に下落しました。下旬に入ってもFOMCで金融引き締めに積極的な姿勢が示
されたことやウクライナを巡る地政学リスクの高まりなどを背景に下落基調で推移しましたが、月末にかけては大型ハイテク企
業の決算が好感されたことなどを受けて下落幅を縮小しました。前月末比では、下落しました。

　欧州株式市場は、前月末比、独DAX指数－2.60%、仏CAC40指数－2.43%となりました。上旬は上昇して始まった後、ハイテク
株を中心とした米国株式市場の下落などを受けて下落に転じました。中旬は、ECB（欧州中央銀行）の利上げ観測が少し後退
したことなどから小幅に上昇しました。下旬は、ウクライナを巡る地政学リスクの高まりなどを背景に下落した後、月末にかけ
てユーロ安などを背景に下落幅を縮小しました。前月末比では、下落しました。
　
　新興国株式市場は下落しました。先進国リート市場も下落しました。

　10年国債の金利は上昇（価格は下落）し、月末には0.178%となりました（前月末0.071%）。上旬は、米長期金利の上昇などを
背景に金利は上昇基調で推移しました。中旬は、日銀の金融政策正常化への思惑が高まる場面もありましたが、日銀金融政
策決定会合の結果が現状維持となったことなどから金利は横ばいで推移しました。下旬は、日銀の金融政策正常化への思惑
などを背景に金利は上昇基調で推移しました。

　米国債券市場では10年国債の金利は上昇（価格は下落）し、月末には1.777%となりました（前月末1.508%）。上旬は、FRBが
金融引き締めに対して積極的との見方が強まったことなどから金利は上昇しました。中旬に入っても、FRBによる金融引き締
めへの懸念などを背景に金利は上昇基調で推移しました。下旬は、FOMCで金融引き締めに積極的な姿勢が示されたことな
どから金利は上昇した後、月末にかけては、米経済指標の悪化などを背景に金利は低下（価格は上昇）に転じました。前月末
比では、金利は上昇しました。
　米国ハイ・イールド債券市場は価格が下落しました。

　欧州債券市場では独10年国債の金利は上昇し、月末には0.011%となりました（前月末－0.177%）。上旬は、ユーロ圏でのイン
フレ率の上昇や米長期金利の上昇などを受けて金利は上昇しました。中旬は、米物価指標の伸びが予想並みであったことや
主要国の中央銀行の金融政策正常化への懸念などが交錯して金利はほぼ横ばいでした。下旬は、ウクライナを巡る地政学リ
スクの高まりなどを背景に金利が低下した後、月末にかけてはドイツの物価指標の予想以上の上昇などを背景に金利は再び
上昇しました。



特別勘定の運用方針/運用状況

■ 特別勘定の運用方針

■ 利用する投資信託

■ 特別勘定のINDEXの推移 　　※特別勘定のINDEXは特別勘定で利用している投資信託の基準価額とは異なります。

※特別勘定のINDEXは、２０００年８月１日を１．００として計算しています。
※騰落率は、当月末における、上記各期間のINDEXの変動率を表しています。

■ 特別勘定資産の内訳　千円単位

※金額の単位未満は切捨てとしました。また、比率については小数点第ニ位を四捨五入しています。

※上記の内容は過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。 2/8

債券 アクサ ローゼンバーグ・日本債券ファンド（B）　〈適格機関投資家私募〉 23,025,119 46.6 P.7

合計 49,434,362 100.0 －

7,263,305 14.7 P.5

アクサ ローゼンバーグ・欧州株式ファンド（A）　〈適格機関投資家私募〉 5,125,090 10.4 P.6

株式

アクサ ローゼンバーグ・日本株式ファンド（A）　〈適格機関投資家私募〉 4,722,233 9.6 P.3

アクサ ローゼンバーグ・日本バリュー株式ファンド（B）　〈適格機関投資家私募〉 7,055,136 14.3 P.4

アクサ ローゼンバーグ・米国株式ファンド（A）　〈適格機関投資家私募〉

銘柄 金額 % 参照頁

現預金・その他 2,243,477 4.5 －

設定来

1.468 △ 3.16 △ 2.17 △ 0.22 5.04 15.99 46.77

2022年1月末 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年

(2022年1月末現在)

日本国債をはじめとする債券及び日本・米国・欧州の株式に分散投資することにより、中長期での資産の安定的な成長をめざします。外
貨建資産については、原則として為替ヘッジを行います。基本資産配分は、株式５０％程度、債券５０％程度とします。
運用の決定にあたっては、収益性、安全性、流動性に配慮し、運用環境の動向に応じた資産配分を行います。
（特別勘定の運用は、アクサ生命保険株式会社　ＡＬＭ＆特別勘定運用部が行います。）

委託会社...アクサ・インベストメント・マネージャーズ株式会社
投資信託...アクサ ローゼンバーグ・日本株式ファンド（A）〈適格機関投資家私募〉
　　　　　　　アクサ ローゼンバーグ・日本バリュー株式ファンド（B）〈適格機関投資家私募〉
　　　　　　　アクサ ローゼンバーグ・米国株式ファンド（A）〈適格機関投資家私募〉
　　　　　　　アクサ ローゼンバーグ・欧州株式ファンド（A）〈適格機関投資家私募〉
　　　　　　　アクサ ローゼンバーグ・日本債券ファンド（B）〈適格機関投資家私募〉

INDEX 騰落率（%）

0.65

0.80

0.95

1.10

1.25

1.40

1.55

1.70



［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

アクサ ローゼンバーグ・日本株式ファンド（A）　〈適格機関投資家私募〉
アクサ・インベストメント・マネージャーズ株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

東証株価指数（TOPIX）

■ 基準価額の推移

■ 株式組入上位10銘柄 銘柄数：244 ■ 株式組入上位5業種(%)

■ 市場別構成比率(%)

(2022年1月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、実質的に、主として日本の株式を対象に投資を行い、信託財産の中長期的な成
長を図ることをめざします。定量スクリーニングによって割安度が高く、かつ成長性の高い銘柄を中心に投資します。

48 億円 2000年8月3日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 △ 5.58 △ 6.03 △ 0.99 4.19 17.35 70.19

27.88

差異 △ 0.74 △ 0.78 △ 0.72 △ 0.62 △ 3.61 42.31

BM △ 4.84 △ 5.26 △ 0.27 4.82 20.95

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※TOPIXに関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。

※設定日の前日を10,000として指数化しています。(税引前分配金再投資）

銘柄 業種 % 1 電気機器 17.13

9.43

2 ソニーグループ 電気機器 2.86 3 情報・通信業 8.31

1 トヨタ自動車 輸送用機器 4.11 2 輸送用機器

7.22

4 キーエンス 電気機器 1.77 5 化学 6.92

3 東京エレクトロン 電気機器 2.00 4 医薬品

6 本田技研工業 輸送用機器 1.53

7 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 1.36

5 リクルートホールディングス サービス業 1.76

9 ＨＯＹＡ 精密機器 1.34 現金等 0.79

8 ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 保険業 1.35 東京証券取引所第一部 99.21

※「株式組入上位10銘柄」「株式組入上位5業種」「市場別構成比率」はマザーファンドの状況で、純資産総額を100%として計算したものです。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 3/8

10 中外製薬 医薬品 1.17
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［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

アクサ ローゼンバーグ・日本バリュー株式ファンド（B）　〈適格機関投資家私募〉
アクサ・インベストメント・マネージャーズ株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

東証株価指数（TOPIX）

■ 基準価額の推移

■ 株式組入上位10銘柄 銘柄数：194 ■ 株式組入上位5業種（%）

■ 市場別構成比率（%）

(2022年1月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、実質的に、主として日本の株式を対象に投資を行い、信託財産の中長期的な成
長を図ることをめざします。定量スクリーニングによって割安度が高く、かつ成長性の高い銘柄を中心に積極的に投資しま
す。

95 億円 2000年12月21日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 △ 6.25 △ 6.13 △ 1.57 3.89 17.45 101.21

47.05

差異 △ 1.41 △ 0.87 △ 1.29 △ 0.92 △ 3.50 54.16

BM △ 4.84 △ 5.26 △ 0.27 4.82 20.95

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※TOPIXに関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。

※設定日の前日を10,000として指数化しています。(税引前分配金再投資）

銘柄 業種 % 1 電気機器 20.71

9.24

2 ソニーグループ 電気機器 3.34 3 情報・通信業 8.75

1 トヨタ自動車 輸送用機器 3.68 2 輸送用機器

5 東京エレクトロン 電気機器 2.23

6 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 2.22

8.02

4 キーエンス 電気機器 2.43 5 医薬品 6.95

3 リクルートホールディングス サービス業 2.47 4 化学

東京証券取引所第一部 97.82

9 ＨＯＹＡ 精密機器 1.90 東京証券取引所第二部 0.53

7 本田技研工業 輸送用機器 2.16

8 日本電信電話 情報・通信業 1.96

その他の市場 0.01

現金等 0.79

※「株式組入上位10銘柄」「株式組入上位5業種」「市場別構成比率」はマザーファンドの状況で、純資産総額を100%として計算したものです。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 4/8

10 村田製作所 電気機器 1.87 ジャスダック証券取引所 0.85
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［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

アクサ ローゼンバーグ・米国株式ファンド（A）　〈適格機関投資家私募〉
アクサ・インベストメント・マネージャーズ株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

S&P500種株価指数

（為替ヘッジコスト相当分を調整して得たもの/円ベース）

■ 基準価額の推移

■ 株式組入上位10銘柄 銘柄数：198 ■ 株式組入上位5業種(%)

(2022年1月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、実質的に、主として米国の企業が発行する株式を対象に投資を行い、個別銘柄
の市場価格が、適正と考えられる価格に比べて過小に評価されていると判断される「割安株」（バリュー株）を選別してポート
フォリオを構築することで、ベンチマークを中長期的にみて、安定的に上回る運用をめざします。外貨建資産については、原則
として為替ヘッジを行います。

73 億円 2001年10月16日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 △ 7.74 △ 3.17 0.34 16.30 61.88 288.48

192.30

差異 △ 0.18 0.53 0.28 △ 0.23 3.13 96.18

BM △ 7.56 △ 3.70 0.07 16.54 58.75

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※S&P500種株価指数に関する一切の知的財産権その他一切の権利はスタンダード＆プアーズ社に帰属しています。

※設定日の前日を10,000として指数化しています。(税引前分配金再投資）

銘柄 国名 業種 % 1 ソフトウェア・サービス 15.58

医薬品・バイオテクノ・ライフ 9.74

2 MICROSOFT CORP アメリカ ソフトウェア・サービス 6.11 3 テクノロジー・ハードウェア 9.10

1 APPLE INC. アメリカ テクノロジー・ハードウェア 6.58 2

メディア・娯楽 7.63

4 AMAZON.COM INC. アメリカ 小売 3.38 5 小売 7.16

3 ALPHABET INC-CL A アメリカ メディア・娯楽 3.92 4

5 TESLA,INC. アメリカ 自動車・自動車部品 1.70

6 META PLATFORMS INC-CLASS A アメリカ メディア・娯楽 1.47

7 NVIDIA CORP アメリカ 半導体・半導体製造装置 1.40

8 BERKSHIRE HATHAWAY INC. アメリカ 各種金融 1.33

※ 「株式組入上位10銘柄」「株式組入上位5業種」はマザーファンドの状況で、純資産総額を100％として計算したものです。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 5/8

9 AT&T INC. アメリカ 電気通信サービス 1.33

10 BRISTOL-MYERS SQUIBB CO アメリカ 医薬品・バイオテクノ・ライフ 1.26
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［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

アクサ ローゼンバーグ・欧州株式ファンド（A）　〈適格機関投資家私募〉
アクサ・インベストメント・マネージャーズ株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

MSCI欧州株価指数

（為替ヘッジコスト相当分を調整して得たもの/円ベース）

■ 基準価額の推移

■ 株式組入上位10銘柄 銘柄数：177 ■ 株式組入上位5カ国（%）

■ 株式組入上位5業種（%）

(2022年1月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、実質的に、主として欧州地域の企業が発行する株式を対象に投資を行い、個別
銘柄の市場価格が、適正と考えられる価格に比べて過小に評価されていると判断される「割安株」（バリュー株）を選別して
ポートフォリオを構築することで、ベンチマークを中長期的にみて、安定的に上回る運用をめざします。外貨建資産について
は、原則として為替ヘッジを行います。

51 億円 2001年10月16日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 △ 3.41 △ 0.88 1.88 16.81 28.56 80.34

29.93

差異 0.56 0.67 1.39 2.24 2.88 50.41

BM △ 3.97 △ 1.56 0.49 14.56 25.67

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※MSCI欧州株価指数に関する著作権、知的所有権その他一切の権利はMSCI Inc．に帰属します。

※設定日の前日を10,000として指数化しています。(税引前分配金再投資）

銘柄 国名 業種 % 1 イギリス 18.67

フランス 16.02

2 NESTLE SA スイス 食品・飲料・タバコ 2.82 3 スイス 13.90

1 ROCHE HOLDING AG スイス 医薬品・バイオテクノ・ライフ 3.38 2

ドイツ 13.03

4 ASML HOLDING NV オランダ 半導体・半導体製造装置 1.99 5 オランダ 8.76

3 NOVO NORDISK A/S デンマーク 医薬品・バイオテクノ・ライフ 2.03 4

5 LVMH MOET HENNESSY LOUIS VUITTON SE フランス 耐久消費財・アパレル 1.86

6 DIAGEO PLC イギリス 食品・飲料・タバコ 1.85

7 GLAXOSMITHKLINE PLC イギリス 医薬品・バイオテクノ・ライフ 1.84

8 ALLIANZ SE ドイツ 保険 1.78 1 医薬品・バイオテクノ・ライフ 13.07

9 BP PLC イギリス エネルギー 1.77 2 資本財 11.36

10 L'OREAL フランス 家庭用品・パーソナル用品 1.67 3 銀行 8.33

※ 「株式組入上位10銘柄」「株式組入上位5ヵ国」「株式組入上位5業種」はマザーファンドの状況で、純資産総額を100％として計算した
　　ものです。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 6/8

4 食品・飲料・タバコ 7.66

5 保険 7.28
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［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

アクサ ローゼンバーグ・日本債券ファンド（B）　〈適格機関投資家私募〉
アクサ・インベストメント・マネージャーズ株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

ブルームバーグ・日本総合（3‐7年）インデックス

■ 基準価額の推移

■ 債券組入上位銘柄 ■ 格付別構成比率(%)

■ 債券種別構成比率(%)

■ ファンド情報

(2022年1月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、実質的に、原則としてわが国の公社債に投資を行い、ベンチマークを中長期的に
みて、上回る運用をめざします。外貨建資産に投資した場合は、原則として為替ヘッジを行います。

231 億円 2000年12月21日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 △ 0.29 △ 0.14 △ 0.34 △ 0.06 0.07 18.22

22.45

差異 △ 0.02 0.12 0.20 0.35 0.98 △ 4.23

BM △ 0.27 △ 0.27 △ 0.54 △ 0.41 △ 0.91

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※ブルームバーグ・ファイナンス・エル・ピーおよびその関係会社またはブルームバーグのライセンサーは、ブルームバーグ・
   日本総合（3‐7年）インデックスに対する一切の独占的権利を有しています。

※設定日の前日を10,000として指数化しています。(税引前分配金再投資）

銘柄名 国名 Moody's S&P % ＡＡＡ 0.00

1 第３回ＢＰＣＥ債 フランス - BBB+ 8.06 ＡＡ 2.85

A 76.39

3 第３６５回利付国債（１０年） 日本 - A+ 6.80 ＢＢＢ 20.76

2 第３６４回利付国債（１０年） 日本 - A+ 8.01

ＢＢ以下（無格付含） 0.00

5 第１３回シティグループ・インク円貨社債 アメリカ A3 BBB+ 4.09

4 ＢＮＰパリバ フランス Baa1 A- 6.41

国債 19.25

地方債 0.99

平均格付 A 特殊債・財投債 11.93

6 第３９回政府保証株式会社日本政策投資銀行 日本 A1 A 4.05

その他 0.00

短期資産等 0.31

※「債券組入上位銘柄」「格付別構成比率」「債券種別構成比率」はマザーファンドの状況で、純資産総額を100％として計算したものです。
※海外格付機関の格付を優先し、海外格付機関の格付取得の無い発行体は国内格付機関の格付けを採用します。
※債券種別構成比率「短期資産等」には債券先物が含まれています。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 7/8

平均クーポン 0.52% 金融債 0.00

平均利回り 0.33% 社債等 67.52
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注意事項

変額保険の仕組み

変額保険のリスクについて

　変額保険とは、保険金額が「特別勘定」の資産運用実績にもとづいて変動する生命保険です。
　*特別勘定とは、変額保険にかかわる資産の管理・運用を行うもので、他の保険種類にかかわる資産とは
　　区分し、独立して管理･運用を行います。

①市場リスク
　特別勘定の資産運用には、株価の低下や為替の変動等による投資リスクがあります。場合によっては、お受け
取りになる保険金額（有期型の場合、満期保険金を含む）や解約払いもどし金額の合計額が、払い込まれた保
険料の合計額を下回る可能性があります。なお運用実績にかかわらず、死亡・高度障害時保険金は保証されて
います。

②信用リスク
　万一、引受生命保険会社が経営破綻に陥った場合、ご契約時にお約束した給付金等の金額が削減されること
があります。その場合、生命保険契約者保護機構により、保険契約者保護の措置が図られることがありますが、
この場合にも、ご契約時の給付金等の金額が削減されることがあります。
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